
平成16年12月期 個別財務諸表の概要 平成17年２月10日

上場会社名 株式会社 船井財産コンサルタンツ 上場取引所 東証マザーズ

コード番号 ８９２９ 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.funai-zc.co.jp)

代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 氏名　平林 良仁

問合せ先責任者　役職名 取締役管理部長 氏名　中塚 久雄 ＴＥＬ　　（０３）５３２１－７０２１

決算取締役会開催日 平成17年２月10日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成17年３月23日 単元株制度採用の有無 無

１．平成16年12月期の業績（平成16年１月１日～平成16年12月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年12月期 5,853 33.1 625 29.0 569 22.8
15年12月期 4,397 77.5 484 △5.1 463 △6.1

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16年12月期 313 24.3 88,951 44 80,846 16 13.5 12.9 9.7
15年12月期 252 △6.8 80,615 44 － － 16.2 15.9 10.5

（注）①期中平均株式数 16年12月期 3,521株 15年12月期 3,126株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

16年12月期 5,000 00 0 00 5,000 00 20 6.7 0.7
15年12月期 5,000 00 0 00 5,000 00 15 6.2 0.9

（注）16年12月期期末配当金の内訳：普通配当5,000であります。

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

16年12月期 5,587 2,960 53.0 706,966 02
15年12月期 3,209 1,677 52.3 536,747 92

（注）①期末発行済株式数 16年12月期 4,188株 15年12月期 3,126株

②期末自己株式数 16年12月期 0株 15年12月期 0株

２．平成17年12月期の業績予想（平成17年１月１日～平成17年12月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 4,128 555 303 2,500 00 　― 　―
通　期 6,216 614 335 　― 2,500 00 5,000 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　26,723円18銭（㍻16年12月31日現在の株主に対し１：３の株式分割を実

施しており、発行済み株式総数12,564株を基に計算しております。）

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の23ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成15年12月31日）
当事業年度

（平成16年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金   1,404,715   2,567,251   

２．売掛金 ※１  400,985   265,386   

３．販売用不動産   1,131   861,716   

４．前払費用 ※１  50,743   17,375   

５．繰延税金資産   17,110   27,199   

６．短期貸付金   53,000   10,500   

７．関係会社短期貸付金   621,836   1,030,000   

８．未収入金 ※１  23,950   20,310   

９．その他 ※１  14,263   25,048   

10．貸倒引当金   △442   △115   

流動資産合計   2,587,294 80.6  4,824,673 86.3 2,237,379

Ⅱ　固定資産         

(1）有形固定資産         

１．建物  123,351   107,993    

減価償却累計額  11,728 111,623  24,839 83,154   

２．車両運搬具  4,978   4,978    

減価償却累計額  2,722 2,255  3,442 1,535   

３．工具器具備品  29,210   37,479    

減価償却累計額  9,182 20,027  14,069 23,410   

４．土地   86,910   70,132   

有形固定資産合計   220,816 6.9  178,232 3.2 △42,583

(2）無形固定資産         

１．ソフトウェア   31,948   70,101   

２．電話加入権   895   895   

３．その他   －   230   

無形固定資産合計   32,843 1.0  71,226 1.3 38,382
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前事業年度

（平成15年12月31日）
当事業年度

（平成16年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(3）投資その他の資産         

１．投資有価証券   44,843   75,500   

２．関係会社株式 ※６  176,900   216,000   

３．出資金   20   53,020   

４．従業員長期貸付金   500   －   

５．長期前払費用 ※１  2,908   1,005   

６．繰延税金資産   37,417   47,648   

７．敷金・保証金   86,025   94,766   

８．その他   20,284   25,631   

９．貸倒引当金   △0   －   

投資その他の資産合計   368,898 11.5  513,572 9.2 144,673

固定資産合計   622,559 19.4  763,031 13.7 140,472

資産合計   3,209,853 100.0  5,587,705 100.0 2,377,851

         

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．買掛金   90,779   41,367   

２．短期借入金 ※２  270,000   400,000   

３．１年以内返済予定の長
期借入金

  100,000   400,000   

４．１年以内償還予定の社
債

  40,000   100,000   

５．未払金 ※１  103,264   256,927   

６．未払法人税等   133,460   163,450   

７．前受金   19,712   24,783   

８．預り金   12,416   39,474   

９．その他   8,409   16,850   

流動負債合計   778,042 24.2  1,442,853 25.8 664,810
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前事業年度

（平成15年12月31日）
当事業年度

（平成16年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　固定負債         

１．社債   240,000   740,000   

２．長期借入金 ※２  150,000   50,000   

３．退職給付引当金   19,566   22,325   

４．役員退職慰労引当金   53,116   67,608   

５．預り敷金・保証金   266,276   283,937   

６．その他   24,978   20,205   

固定負債合計   753,936 23.5  1,184,078 21.2 430,141

負債合計   1,531,979 47.7  2,626,931 47.0 1,094,951

         

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※４  356,300 11.1  760,900 13.6 404,600

Ⅱ　資本剰余金         

１．資本準備金  250,000   830,350    

資本剰余金合計   250,000 7.8  830,350 14.9 580,350

Ⅲ　利益剰余金         

１．利益準備金  6,750   6,750    

２．任意積立金         

別途積立金  800,000   1,000,000    

３．当期未処分利益  263,363   360,931    

利益剰余金合計   1,070,113 33.3  1,367,681 24.5 297,568

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

  1,460 0.1  1,842 0.0 381

資本合計   1,677,874 52.3  2,960,773 53.0 1,282,899

負債資本合計   3,209,853 100.0  5,587,705 100.0 2,377,851
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　営業収益         

１．営業収入  2,059,386   2,697,972    

２．不動産売上高  2,337,827 4,397,213 100.0 3,155,448 5,853,421 100.0 1,456,207

Ⅱ　営業原価         

１．営業原価  930,860   1,400,198    

２．不動産売上原価  2,032,303 2,963,163 67.4 2,743,229 4,143,427 70.8 1,180,263

営業総利益   1,434,049 32.6  1,709,993 29.2 275,944

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  949,164 21.6  1,084,312 18.5 135,147

営業利益   484,884 11.0  625,681 10.7 140,796

Ⅳ　営業外収益         

１．受取利息 ※１ 17,171   21,746    

２．受取配当金  75   862    

３．その他  1,471 18,718 0.4 1,789 24,398 0.4 5,680

Ⅴ　営業外費用         

１．支払利息  19,043   26,483    

２．社債利息  1,442   1,674    

３．社債発行費  5,223   16,000    

４．コミットメントライン
フィー

 8,664   9,972    

５. 株式公開関連費用  －   22,325    

６．その他  5,841 40,215 0.9 4,551 81,008 1.4 40,792

経常利益   463,386 10.5  569,071 9.7 105,684

Ⅵ　特別利益         

１．貸倒引当金戻入益  39   327    

２．固定資産売却益 ※３ － 39 0.0 2,856 3,183 0.1 3,144
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前事業年度

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅶ　特別損失         

１．固定資産除却損  －   290    

２．事業所移転費用 ※４ 14,622   －    

３．関係会社株式売却損  703   －    

４．関係会社清算損失  －   596    

５. 関係会社株式評価損  －   7,999    

６．リース解約損  － 15,326 0.3 8,717 17,603 0.3 2,277

税引前当期純利益   448,099 10.2  554,651 9.5 106,552

法人税、住民税及び事
業税

 214,825   262,048    

法人税等調整額  △18,729 196,095 4.5 △20,594 241,453 4.1 45,358

当期純利益   252,003 5.7  313,198 5.4 61,194

前期繰越利益   11,359   47,733   

当期未処分利益   263,363   360,931   
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営業原価明細書

営業原価

  
前事業年度

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　外部委託費  46,721 5.0 88,887 6.3 42,166

Ⅱ　人件費  124,097 13.3 186,186 13.3 62,089

Ⅲ　経費  760,041 81.7 1,125,125 80.4 365,084

（うち賃借料）
(注
２)

(570,136)  (752,506)   

（うち支払手数料）  (127,278)  (345,963)   

当期営業原価  930,860 100.0 1,400,198 100.0 469,338

　（注）１．原価計算の方法は、個別原価計算によっております。

２．サブリース（不動産の転貸）収益に対応する賃借料であります。

不動産売上原価

  
前事業年度

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　直接原価  2,000,501 98.4 2,695,351 98.3 694,850

（うち建物）  (290,113)  (208,541)   

（うち土地）  (1,445,836)  (2,231,998)   

Ⅱ　人件費  31,801 1.6 47,877 1.7 16,076

当期不動産売上原価  2,032,303 100.0 2,743,229 100.0 710,926

　（注）　原価計算の方法は、個別原価計算によっております。
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(3）利益処分案

  
前事業年度

（株主総会承認日
平成16年３月23日）

当事業年度
（株主総会承認予定日

平成17年３月23日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   263,363  360,931 97,568

Ⅱ　利益処分額       

１．配当金  15,630  20,940   

２．任意積立金       

別途積立金  200,000 215,630 300,000 320,940 105,310

Ⅲ　次期繰越利益   47,733  39,991 △7,742
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産

　個別法による原価法によっております。

販売用不動産

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　10年～39年

車両運搬具　　　　　　　６年

工具器具備品　　　４年～８年

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用）につ

いては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

　定額法によっております。

(3）長期前払費用

同左

４．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費については、支出時に全額

費用処理しております。

(1) 社債発行費については、支出時に全額

費用処理しております。

 　　　　────────── (2) 新株発行費

　支出時に全額費用処理しております。

（追加情報）

　平成16年７月15日付の新株発行（500

株）は引受証券会社が発行価額で引受を行

い、これを発行価額と異なる募集価額で一

般投資家に販売する「スプレッド方式」の

買取引受契約によっており、募集価額と発

行価額との差額が引受会社に対する手数料

となるため、引受証券会社に対する手数料

の支払いはありません。

　このたびの新株式発行に際し、募集価額

と発行価額の差額総額74,400千円は、「従

来方式」（引受証券会社が発行価額で引受

を行い、同一の募集価額で一般投資家に販

売する方式をいう）によれば同額が新株発
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項目
前事業年度

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

行費として処理されたものであります。

このため、「従来方式」によった場合に比

べ、資本金及び資本準備金の合計と新株発

行費は74,400千円少なく、経常利益及び税

引前当期純利益は同額多く計上されており

ます。

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討して回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額（自己

都合による期末要支給額の100％相当

額）に基づき計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

 (3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に充てるため、

内規による期末要支給額を計上しており

ます。

(3）役員退職慰労引当金

同左

６．重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たしている

ため特例処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ取引

ヘッジ対象　　借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 (3）ヘッジ方針

　借入金の利息に係る金利変動リスクを

ヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップ取

引については有効性の評価を省略してお

ります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっており、控除対象外消費

税及び地方消費税は、当期の費用として

処理しております。

(1）消費税等の会計処理

同左

 (2）自己株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準

　「自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」（企業会計基準第１

号）が適用されることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準を適用し

ております。この変更による損益への影

響はありません。

　なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における貸借対照表の資本の

部については、改正後の財務諸表等規則

により作成しております。

  　　　──────────

 (3）１株当たり情報

　「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号）が適用されることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準及び適用

指針によっております。なお、同会計基

準及び適用指針を前事業年度に適用した

場合における１株当たり情報に与える影

響はありません。

　　　　──────────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成15年12月31日）

当事業年度
（平成16年12月31日）

※１．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

※１．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

売掛金 49,078千円

前払費用 26,951

未収入金 10,882

長期前払費用 2,241

売掛金 13,254千円

その他（流動資産） 2,479

未収入金 17,429

未払金 1,149

※２．取引銀行との間に貸出コミットメントライン契約を

締結しており、当該契約に基づく当期末借入実行残

高は次のとおりであります。

※２　　　　  ────────────

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 － 

差引額 1,000,000 

　３．配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

1,460千円

　３．配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

1,842千円

※４．授権株式数及び発行済株式総数 ※４．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 12,000株

発行済株式総数 普通株式 3,126株

授権株式数 普通株式 36,000株

発行済株式総数 普通株式 4,188株

　５．保証債務

　関係会社の借入金に対し、次のとおり債務保証を

行っております。

　５．保証債務

　関係会社の借入金に対し、次のとおり債務保証を

行っております。

㈱船井エステート 1,530,000千円 ㈱船井エステート 1,200,000千円

※６　　　　　─────────── ※６. 関係会社株式には新株式払込金30,000千円が含ま

　　れております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

受取利息 6,251千円 受取利息 19,497千円

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は6.5％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は93.5％で

あります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は9.4％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は90.6％で

あります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費 54,979千円

人件費 528,207

賃借料 81,663

支払手数料 71,550

役員退職慰労引当金繰入 12,766

減価償却費 16,081

広告宣伝費 51,535千円

人件費 583,584

賃借料 81,576

支払手数料 66,628

役員退職慰労引当金繰入 14,492

減価償却費 32,129

※３     　　 ─────────── ※３．固定資産売却益は、建物及び土地2,856千円であり

ます。

※４．事業所移転費用の内訳は次のとおりであります。 ※４      　　 ───────────

建物除却損 4,657千円

工具器具備品除却損 117 

原状回復費用 7,847 

解約違約金 2,000 

合計 14,622 
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 20,215 1,684 18,531

合計 20,215 1,684 18,531

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 20,472 3,936 16,535

合計 20,472 3,936 16,535

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,311千円

１年超 15,244

合計 18,556

１年内 3,355千円

１年超 13,253

合計 16,609

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,726千円

減価償却費相当額 1,684

支払利息相当額 79

支払リース料 3,486千円

減価償却費相当額 3,390

支払利息相当額 167

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

 

 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 571,401千円

１年超 1,941,179

合計 2,512,580

②　有価証券

　前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

前事業年度
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 12,203

未払家賃 4,175

その他 731

繰延税金資産（流動）小計 17,110

繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損 2,081

未払家賃 7,319

退職給付引当金 6,828

役員退職慰労引当金 21,437

その他 738

繰延税金資産（固定）小計 38,406

繰延税金資産合計 55,516

繰延税金負債  

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △988

繰延税金負債（固定）小計 △988

繰延税金負債合計 △988

繰延税金資産の純額 54,528

繰延税金資産 （千円）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 14,194

未払家賃 4,072

その他 8,932

繰延税金資産（流動）小計 27,199

繰延税金資産（固定）  

投資有価証券評価損 2,098

未払家賃 2,943

退職給付引当金 8,468

役員退職慰労引当金 27,510

その他 7,891

繰延税金資産（固定）小計 48,912

繰延税金資産合計 76,111

繰延税金負債  

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △1,263

繰延税金負債（固定）小計 △1,263

繰延税金負債合計 △1,263

繰延税金資産の純額 74,847

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

法定実効税率 41.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目
2.5 

その他 △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8 

法定実効税率 40.3％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項

目
2.0 

その他 1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 

３．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、

当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（但

し、平成17年１月１日以降解消が見込まれるものに限ら

れる。）に使用した法定実効税率は、前事業年度の

41.7％から40.3％に変更されました。これにより当事業

年度に計上された繰延税金資産の金額（繰延税金負債の

金額を控除した金額）が1,014千円減少し、法人税等調

整額は、1,047千円増加し、その他有価証券評価差額金

が33千円増加しております。

         　　 ───────────
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１株当たり純資産額 536,747円92銭

１株当たり当期純利益 80,615円44銭

１株当たり純資産額 706,966円 2銭

１株当たり当期純利益 88,951円44銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
80,846円16銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、

期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

　当事業年度から、「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第４号）を適用しております。なお、同会計基準及び適用

指針を前事業年度に適用した場合における１株当たり情報

に与える影響はありません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額算定上の基礎は以下の通りであります。

 
前事業年度

（自　平成15年１月１日
至　平成15年12月31日）

当事業年度
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益（千円） 252,003 313,198

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る当期純利益（千円） 252,003 313,198

普通株式の期中平均株式数（株） 3,126 3,521

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円） － －

 普通株式増加数（株） － 353

 （うち新株引受権） － (353)

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった

潜在株式の概要

　第１回無担保社債（新株引受権

付）にかかる新株引受権（新株引受

権の目的となる普通株式の数337

株）

　第２回無担保社債（新株引受権

付）にかかる新株引受権（新株引受

権の目的となる普通株式の数200

株）

　第３回無担保社債（新株引受権

付）にかかる新株引受権（新株引受

権の目的となる普通株式の数206

株）

       ────────
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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７．役員の異動

（１）代表取締役の異動

         該当事項はありません。

 

（２）その他の役員の異動

         該当事項はありません。
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